
（資産の部） （負債の部）

（純資産の部）

資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

土地再評価差額金土地再評価差額金土地再評価差額金土地再評価差額金

資  産  合  計資  産  合  計資  産  合  計資  産  合  計 16,859,046,216 16,859,046,216 16,859,046,216 16,859,046,216 負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計負債・純資産合計 16,859,046,216 16,859,046,216 16,859,046,216 16,859,046,216 

718,313,294 

評価･換算差額等評価･換算差額等評価･換算差額等評価･換算差額等 2,349,080,405 2,349,080,405 2,349,080,405 2,349,080,405 

2,349,080,405 2,349,080,405 2,349,080,405 2,349,080,405 

純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 12,938,915,474 12,938,915,474 12,938,915,474 12,938,915,474 

718,313,294 

負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計 3,920,130,742 3,920,130,742 3,920,130,742 3,920,130,742 

株株株株 主主主主 資資資資 本本本本 10,589,835,069 10,589,835,069 10,589,835,069 10,589,835,069 

資資資資 本本本本 金金金金 3,000,000,000 3,000,000,000 3,000,000,000 3,000,000,000 

資資資資本本本本剰剰剰剰余余余余金金金金 6,871,521,775 6,871,521,775 6,871,521,775 6,871,521,775 

6,871,521,775 

利利利利益益益益剰剰剰剰余余余余金金金金 718,313,294 718,313,294 718,313,294 718,313,294 

貸 倒 引 当 金 △ 196,875 預 り 保 証 金 2,550,000 

再評価に係る

繰 延 税 金 負 債

1,591,007,493 

建 設 仮 勘 定 66,150,000 退 職 給 付 引 当 金 259,800,200 

投資その他の資産 234,085 預 り 敷 金 900,000 

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 3,154,257,693 3,154,257,693 3,154,257,693 3,154,257,693 

軌道事業固定資産 15,385,795,992 長 期 借 入 金 1,300,000,000 

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 15,451,983,202 15,451,983,202 15,451,983,202 15,451,983,202 

前 払 費 用 713,780 前 受 収 益 9,535,615 

そ の 他 流 動 資 産 51,000 賞 与 引 当 金 45,035,624 

貯 蔵 品 109,176,743 前 受 運 賃 53,974,086 

未 収 収 益 1,585,340 未 払 消 費 税 等 14,042,401 

商 品 752,272 預 り 金 2,195,280 

未 収 金 16,411,518 未 払 法 人 税 等 17,825,100 

現 金 及 び 預 金 1,261,096,241 未 払 金 616,848,276 

未 収 運 賃 17,276,120 未 払 費 用 6,416,667 

（円） （円）

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 1,407,063,014 1,407,063,014 1,407,063,014 1,407,063,014 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 765,873,049 765,873,049 765,873,049 765,873,049 

金　　　額

貸 借 対 照 表

（平成２３年３月３１日現在）

科　　　目 金　　　額 科　　　目



（円） （円）

当 期 純 利 益 22,520,14722,520,14722,520,14722,520,147

税引前当期純利益 57,974,267

法人税、住民税及び事業税 35,454,120 35,454,120

238,835,615238,835,615238,835,615238,835,615

固定資産除却損 180,861,348 180,861,348

147,355,472147,355,472147,355,472147,355,472

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,567,758

特 別 損 失

雑 収 入 88,961,496 91,529,254

営 業 外 費 用

雑 支 出 49,111 49,111

経 常 利 益

営 業 収 益 2,061,562,258

営 業 費 1,914,206,786

営 業 利 益

軌道事業営業利益

147,355,472147,355,472147,355,472147,355,472

損 益 計 算 書

自　平成２２年４月 １ 日

至　平成２３年３月３１日

科　　　　目 金　　　　　　　　　　額

軌 道 事 業



１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定)

貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定)

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法

採用している。

無形固定資産 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金

未収金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額を計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当期

末において発生している額を計上しております。

(4) リース取引の処理方法

平成20年3月31日以前に契約したリース物件で、リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

２　貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 軌道事業固定資産

そ の 他 1,036,011,165円 

無形固定資産 154,063,258円 

建 物 1,087,556,722円 

構 築 物 5,370,211,875円 

車 両 1,806,844,972円 

有形固定資産 15,231,732,734円 

土 地 5,931,108,000円 

ただし、軌道事業の構築物のうち取替資産については取替法を

個別注記表

15,676,689,356円 



(3) 支配株主に対する金銭債権及び金銭債務

(4) 土地の再評価

「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成13年3月31日公布法律第19号)

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

① 再評価を行った年月日　平成14年3月31日

② 再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第

119号）第2条第4号に定める算定方法に基づき、路線価等を基準と

③

３　損益計算書に関する注記

(1) 営業費の合計及び内訳

営業費

運送営業費及び売上原価

販売費及び一般管理費

(2) 支配株主との取引高

営業取引

営業取引以外の取引高

４　株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における発行済株式の数

５　税効果会計に関する注記

該当する事項はありません。

６　リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器の一部については、所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。

普通株式 270,388株

営 業 費 3,244,373円 

雑 収 入 81,544,355円 

及び「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用土地の再評価を行い、評価差額については当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

営 業 収 益 3,682,543円 

して合理的な調整を行って時価を算出しております。

再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額は、当

該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額を2,222,108,000円下

回っております。

1,914,206,786円 

1,067,806,121円 

198,957,747円 

諸 税 139,075,500円 

減価償却費 508,367,418円 

短期金銭債権 1,573,469円 

短期金銭債務 29,151円 

長期金銭債務 1,300,000,000円 



7  金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、北九州市からの借入により資金を

調達しております。借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成２３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：円）

(1)現金及び預金

(2)未払金

(3)長期借入金

(注) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1)現金及び預金、(2)未払金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

 によっております。

(3)長期借入金

 長期借入金の時価は、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フローを返済期日までの

 期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

８　関連当事者との取引に関する注記

　親会社及び法人主要株主等

北九州市

軌道敷等維持修繕受託業務の契約締結

受託修繕業務事務費 取引金額

預り金 期末残高

資金の借入

利息の支払 取引金額

長期借入金 期末残高

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 価格交渉の上決定しております。

　　 含んでおります。

９　一株当たり情報に関する注記

(1) 一株当たり純資産額 47,853円14銭

(2) 一株当たり当期純利益金額 83円29銭

１０　重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

科目 1,300,000,000円

（注1）受託修繕業務事務費については、項目ごとに市場の実勢価格等を勘案して

（注2）借入金利息については、契約により全額無利子となっております。

（注3）取引金額には消費税等を含んでおりません。期末残高には消費税等を

取引の内容 0円

属性 支配株主

会社等の名称

議決権等の所有割合 被所有　直接100％

関連当事者との関係

取引の内容 81,544,355円

科目 29,151円

関連当事者との関係

616,848,276 616,848,276 0

1,300,000,000 1,096,821,117 △ 203,178,883 

貸借対照表計上額 時価 差額

1,261,096,241 1,261,096,241 0


